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災害時帰宅経路支援のための帰宅経路導出手法
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あらまし 本稿では，災害時に帰宅困難者を支援するため，アドホックネットワークを用い，帰宅困難者の移動軌跡

を利用した帰宅経路導出手法の提案を行う．本研究では，ある帰宅困難者が地図を用いて帰宅経路を導出する場合，

隣接する交差点の情報を取得し，取得した情報を用いて帰宅経路となる交差点を決定している点に着目した．そこで

本研究では，帰宅経路を導出する携帯端末が，隣接する交差点に対応付けた携帯端末から移動軌跡を取得する．そし

て，隣接する交差点の中から，取得した移動軌跡を用いて帰宅経路となる次の交差点を決定する．決定された次の交

差点に対応付けた携帯端末においても同様の処理を繰り返す．これによって，帰宅経路となる次の交差点を逐次導出

できる．ここで本研究では，帰宅できる可能性が高い次の交差点を決定するため，次の交差点の決定手法として四つ

の手法を提案した．四つの手法の内，NBranchMod法では，目的地の方向を考慮し，移動軌跡に含まれる交差点に

よって木構造を構築する．そして，隣接する交差点の木構造の高さを比較し，高さの高い隣接する交差点を次の交差

点として決定する．これは木構造を構築することによって，移動軌跡から通過できる道路が取得でき，木構造の高さ

に着目することによって，通過できる経路の数を考慮できるため，帰宅できる可能性が高い次の交差点を決定できる

と考えたからである．評価実験の結果，四つの手法の内，NBranchMod法において，約 98%の精度，約 8%の移動

軌跡で帰宅経路を導出できることを確認できた．
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Abstract In a disaster, there are many persons in the disastered place, called Return Difficult Victims(RDVs),

who cannot go home. This is because, RDVs do not have enough information to find their return route. In this

paper, we propose four methods to provide RDVs with information about safe return routes. We assume that the

ad-hoc network of cell-phones for RDVs is already constructed and the trajectory data, the route history information

of certain victims, can be stored in each cell-phone. To reduce traffic cost of the trajectory data on two victims’

cell-phones, we propose four return route generation methods which focus on the direction of desired place. In our

experiments, we confirm that the method focusing on tree height composed of branches makes the best performance.
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1. は じ め に

本稿では，災害時において帰宅困難者の帰宅を支援するため，

帰宅経路を導出する手法を提案する．

現在，帰宅困難者に対して，帰宅経路を提供するサービスが

いくつか行われている．例えば，旺文社が震災時帰宅支援マッ

プ [1] という本を発行している．このマップは，主な幹線道路

の情報など災害発生前の情報を利用することによって，帰宅を

支援する道路を地図上に色分けして表示したものである．しか

し震災時帰宅支援マップは災害発生前の情報を利用するため，



災害によって通過できない道路が発生した場合，このマップを

用いて選択した帰宅経路が災害時に本当に通過できるとは限ら

ない（注1）．そこで本提案手法では，災害発生後に通過できる帰

宅経路を導出するため，災害発生後の情報として帰宅困難者の

移動軌跡を用いる．これは帰宅困難者の移動軌跡が，ある帰宅

困難者が災害発生後に実際に通過した経路の情報であるから，

他の帰宅困難者もこの経路を通過できる可能性が高いと考えた

からである．

ここで本研究では，帰宅困難者の移動軌跡を用いるため，以

下の環境を想定する．まず帰宅困難者が保持する携帯電話など

の携帯端末によってアドホックネットワーク [2]を構築する．ま

た帰宅困難者の携帯端末が，この帰宅困難者の移動軌跡をデー

タとして取得する．これによって，携帯端末間において移動軌

跡の共有を可能にし，移動軌跡の利用が可能となる．

ところが，アドホックネットワーク環境を想定した場合，あ

る帰宅困難者の携帯端末が遠方の携帯端末から移動軌跡データ

を取得することは困難である．すなわち，ある携帯端末が被災

地における帰宅困難者の移動軌跡データをすべて取得し，取得

した移動軌跡を用いて帰宅経路を導出することは困難である．

これはアドホックネットワークにおける携帯端末同士の通信可

能範囲 [3] が，携帯電話と基地局によって構築される無線ネッ

トワークにおける携帯電話と基地局間の通信可能範囲と比べ非

常に狭いからである．

そこで本研究では，帰宅経路を必要とする利用者が現在地か

ら目的地までの帰宅経路を導出する場合，各携帯端末が近隣の

携帯端末だけから移動軌跡を取得することによって，帰宅経路

を導出する．ここで提案手法では，ある帰宅困難者が地図を用

いて帰宅経路を導出する場合，隣接する交差点の情報を取得し，

取得した情報を用いて帰宅経路となる交差点を決定している点

に着目した．したがって提案手法では，あらかじめ帰宅困難者

の携帯端末を，この帰宅困難者が最後に通過した交差点に対応

づけておき，以下の手順によって帰宅経路を導出する．まず，

帰宅経路を必要とする利用者の携帯端末では，隣接する交差点

に対応付けた携帯端末から移動軌跡を取得する．そして，取得

した移動軌跡を用いて，隣接する交差点の中から，帰宅経路と

なる次の交差点を決定する．同様に，決定された交差点の携帯

端末においても次の交差点を決定する．これによって，次の交

差点を逐次決定でき，通信可能範囲の狭い携帯端末によっても，

帰宅経路を導出できると考える．

なお本稿では，利用者が最後に通過した交差点を出発点，目

的地に最も距離が近い交差点を目的点とし，出発点から目的点

までの帰宅経路を導出する．また，処理の中心となる携帯端末

に対応づけた交差点を処理点，処理点に隣接する交差点を隣接

点，帰宅経路となる交差点を中継点と定義する．

図 1 を用いて提案手法の処理手順を説明する．利用者

の携帯端末 P1 は，隣接点 A, B, C に対応付けた携帯端末

A1, A2, B1, C1, C2から，移動軌跡データを取得する．そして

携帯端末 P1 は，取得した移動軌跡データを用いて，隣接点

A, B, C の中から，中継点を決定する．さらに携帯端末 P1は，

（注1）：レスキューナウ 震災時想定：徒歩帰宅体験レポート

http://rescuenow.nifty.com/tokusetsu/

図 1 帰宅経路導出手法の概要

Fig. 1 Overview of route genneration methods.

決定した中継点が交差点 B である場合，中継点 B に対応する

携帯端末 B1の中から，処理の中心となる携帯端末を無作為に

選択する．そして携帯端末 P1は，選択された携帯端末 B1に

処理を移行する．次に，処理の中心となる携帯端末 B1は，中

継点を決定する処理を行う．これによって，出発点 P から目的

点 Gまでの中継点を逐次導出する．

ここで本研究では，処理の中心となる携帯端末が中継点を決

定する場合，処理点から目的点の方向における帰宅困難者の移

動軌跡を考慮する．これは処理点から目的点の方向に存在する

交差点が帰宅経路に最低限含まれるため，出発点から目的点の

方向における情報が中継点を決定するために重要であると考え

たからである．

そして本研究では，中継点を決定する手法として，目的点

の方向を考慮した四つの手法を提案する．四つの手法の内，

NBranchMod法では，目的点の方向を考慮し，移動軌跡に含

まれる交差点によって木構造を構築する．そして，隣接する交

差点の木構造の高さを比較し，高さの高い隣接する交差点を次

の交差点として決定する．これは木構造を構築することによっ

て，移動軌跡から通過できる道路の情報が取得でき，木構造の

高さに着目することによって，通過できる経路の数を考慮でき

るため，帰宅できる可能性が高い次の交差点を決定できると考

えたからである．

2. 帰宅経路導出手法

本手法では，利用者が帰宅経路を導出する場合，利用者の保

持する携帯端末に目的地を入力する．そして利用者の携帯端末

は，他の帰宅困難者の移動軌跡を利用して，利用者に対し導出

した帰宅経路を出力する．

本手法の処理手順では，処理の中心となる利用者の携帯端末

が，隣接点の携帯端末から，帰宅困難者の移動軌跡データを取

得する．次に，利用者の携帯端末は，取得した移動軌跡データ

の内容を考慮して，以下のいずれかの処理を行う．

ケース 1. 隣接する交差点が中継点としてすべて選択されてい

た場合，利用者の携帯端末において，帰宅経路を導出でき

ない旨を出力する．

ケース 2. 取得した移動軌跡データに目的点を発見できた場合，

利用者の携帯端末において，導出した帰宅経路を出力する．

ケース 3. 取得した移動軌跡データに目的点を発見できない場



図 2 処理の中心となる携帯端末 B1 における処理

Fig. 2 A process in the cell-phoneB1.

合，隣接する交差点から次の中継点を決定し，決定された

中継点の携帯端末に処理を移行する．

なお利用者の携帯端末において，ケース 1またはケース 2に

該当した場合，本手法の全体の処理を終了する．一方，ケース

3に該当した場合，次の中継点に対応付けた処理の中心となる

携帯端末が上記の処理を繰り返す．

図 2を用いて説明する．この図は，利用者の携帯端末 P1が

交差点 B を中継点に決定した後，中継点 B の携帯端末 B1が

処理を行う場合の例である．この場合，処理の中心となる携帯

端末 B1は，隣接点 P, C, D, E の携帯端末から取得した移動軌

跡データの内容を考慮して，ケース 1，ケース 2またはケース

3のいずれかの処理を行う．

以降，2. 1節では，本研究の想定環境について述べる．また，

2. 2節では，帰宅経路導出手法の処理手順について述べる．さ

らに，2. 3節では，中継点の決定手法について述べる．

2. 1 アドホックネットワーク環境および使用するデータ

本研究の想定環境として，まず帰宅困難者の携帯端末にこの

帰宅困難者の移動軌跡データおよび地図データを格納する．そ

して帰宅困難者の携帯端末だけによってアドホックネットワー

クを構築し，携帯端末間相互で移動軌跡データを共有する．携

帯端末によってアドホックネットワークを構築する理由は，い

くつかの道路が寸断されるような大規模な災害時を想定してい

るためである．この大規模な災害時には，PCなどの計算機を

繋ぐ有線ネットワークが切断され，携帯電話と基地局を繋ぐ無

線ネットワークが輻輳状態されると考える．したがって本研究

では，この大規模な災害時においてもネットワークを構築でき

るアドホックネットワークを用いることを考えた．

なお本研究では，V km 四方の被災地において，J 人の帰宅

困難者が存在すると仮定する．また帰宅困難者は，携帯端末

Cj(j = 1, 2, · · · , J)を保持し，地図上に存在する幅員 3m以上

の道路を移動すると仮定する．さらに，本研究における交差点お

よび交差点間を結ぶ道とは，地図上に存在する幅員 3m以上の

道路により抽出できる交差点および交差点間を結ぶ道をいうも

のとする．これは国土地理院が，GIS (Geographic Information

System)技術によって，幅員 3m以上の道路を対象としたディ

ジタル地図である数値地図 2500 (空間データ基盤)を提供して

いるためである（注2）．以下，アドホックネットワーク環境および

（注2）：国土地理院 数値地図 2500 (空間データ基盤)

http://www.gsi.go.jp/GIS/index.html

図 3 アドホックネットワークおよび携帯端末 C4 が保持するデータ

Fig. 3 An ad hoc network and data of the cell-phoneC4.

使用する地図データ・移動軌跡データについて具体的に述べる．

2. 1. 1 携帯端末によるアドホックネットワーク環境

本研究では，携帯端末の通信可能範囲によってネットワーク

のリンクが構築される物理ネットワークではなく，論理ネット

ワークを対象とする．本研究における論理ネットワークとは，

地図上に存在する交差点 Nk(k = 1, 2, · · · , K) をノード Ik と

し，交差点間を結ぶ道をリンクとして構成される．ここでノー

ド Ik には，交差点 Nk に対応づけた一又は複数の携帯端末が

含まれる．これによって，処理の中心となる携帯端末は，隣接

点の携帯端末から移動軌跡データM(Cj)を取得できる．例え

ば図 3では，ノード I3 において処理の中心となる携帯端末 C4

がノード I6 から移動軌跡データM(C7), M(C8)を取得できる．

なおノード Ik において処理の中心となる携帯端末は，交差点

Nk に対応づけた携帯端末の中から無作為に選択される．

ここでこの論理ネットワークを構築する理由は，以下の二つ

である．まず帰宅経路において交差点が曲り角の情報として有

効であると考えたからである．また携帯端末同士の間に建物が

存在する場合，携帯端末の通信が建物によって遮断され [4]，直

接通信が不可能となる．つまり，交差点が通信経路の分岐点と

なる可能性が高いと考えたからである．

なおこの論理ネットワークを構築するためには，処理の中心

となる携帯端末と隣接点の携帯端末間で通信する際，携帯端末

の位置情報を考慮したマルチキャスト通信を行う必要があると

考える．具体的に以下の方法によって通信を行う必要があると

考える．まず処理の中心となる携帯端末は，隣接点に隣接する

交差点の座標を用いて移動軌跡データの取得範囲を決定する．

そして処理の中心となる携帯端末は，移動軌跡データの取得範

囲に存在する帰宅困難者の携帯端末に対して，アドホックネッ

トワークを介し，移動軌跡データを要求するメッセージを送信

する．次にメッセージを受信した携帯端末は，自己が隣接点に

対応するか否かを判断する．そしてメッセージを受信した携帯

端末は，自己が隣接点に対応する場合，自己の移動軌跡データ

を処理点の携帯端末に送信する．これによって処理の中心とな

る携帯端末は，隣接点の携帯端末から移動軌跡データを取得す

ることが可能になる．

2. 1. 2 携帯端末が保持する地図データ

携帯端末が保持する地図データは，交差点と交差点間を結ぶ

道だけによって構成される．利用者に対して帰宅経路を導出す

る場合，帰宅経路において必要な情報は，帰宅経路の曲がり角

となる交差点であると考える．また帰宅困難者の携帯端末は，



表 1 地図データにおいて交差点が持つ情報

Table 1 Data of the intersection in map data

交差点 Nk

識別番号 IDk

座標 (X 座標，Y 座標) (Xk, Yk)

隣接する交差点の識別番号 (IDl, IDm, IDn)

PCなどの計算機と比べ記憶容量が非常に小さい．そのため携

帯端末が保持する地図データは，必要最低限の情報により構成

すべきと考えた．したがって携帯端末が保持する地図データは，

交差点と交差点間を結ぶ道によって構成した．

具体的には，表 1に示すように，ある交差点Nkが持つ情報と

して，交差点の識別番号 IDk，交差点の座標 (Xk, Yk)，および道

によって隣接する交差点の識別番号 IDl, IDm, IDn(l, m, n |= k)

を含ませる．これによって，図 3に示すような，交差点と交差

点間を結ぶ道によって構成される地図データを作成する．

2. 1. 3 携帯端末が保持する移動軌跡データ

携帯端末が保持する移動軌跡データは，位置情報を要素と

する時系列のデータではなく，交差点を要素とする時系列の

データとする．これは少ない情報量によって，災害時に他の帰

宅困難者が通過できた道の情報を取得したいと考えたためで

ある．つまり，災害発生後に帰宅困難者が移動した交差点を要

素とすれば，交差点間を結ぶ道の中から，どの道を通過したか

判断できるためである．ここで携帯端末 Cj の移動軌跡データ

M(Cj) には，一つ以上の交差点 Nk が存在する．例えば，図

3 に示す移動軌跡データ M(C4) は，携帯端末 C4 を保持する

帰宅困難者が交差点を N10 → N8 → N3 の順に移動した場合，

(N10, N8, N3)となる．ここで携帯端末 C4 は最後に通過した交

差点 N3 に対応付けられる．なお，交差点を要素とする時系列

の移動軌跡データは，GPS (Global Positioning System)技術

により取得可能であると考える [5]．

2. 2 帰宅経路導出手法の処理手順

本節では，帰宅経路導出手法の処理手順について述べる．利

用者が帰宅経路を導出する場合，利用者は自己の携帯端末に目

的地を入力する．利用者の携帯端末では，他の携帯端末と協調

して，次の交差点を逐次導出する．そして利用者の携帯端末は，

導出された帰宅経路を利用者に対して出力する．

なお本研究では，利用者の携帯端末における目的地の入力環

境および帰宅経路の出力環境を考慮しない．そのため利用者の

携帯端末は，入力された目的地から目的地の座標を取得でき，

この目的地の座標によって目的点の識別番号および座標を取得

できるものとする．したがって利用者の携帯端末 Cj に目的地

が入力された場合，利用者の携帯端末 Cj は以下の処理を行う．

利用者の携帯端末 Cj は，目的点 NG の識別番号 IDG と座標

(XG, YG) によって構成される目的地情報を取得する．また利

用者の携帯端末 Cj は，中継点として決定された交差点 Nk の

リストである中継リスト T (q1, q2 · · ·　, qQ)を作成する．なお

中継リストの q1 には，出発点 NP を情報として含む．

例えば図 4 において，利用者が携帯端末 C1 に目的地を入

力し，目的点として交差点 N100 が選択された場合，作成され

る目的地情報は，交差点 N100 の識別番号 ID100 および座標

図 4 処理の中心となる携帯端末 C1 における処理手順

Fig. 4 A process in the cell-phoneC1.

(X100, Y100)の情報である．また作成される中継リストは，出

発点N1 によって T (N1)となる．以下，図 4を用いて，利用者

の携帯端末 C1，つまり，処理の中心となる携帯端末の処理手

順について説明する．
• Step1 目的地情報及び中継リストの受信

処理の中心となる携帯端末 C1 は，目的地情報および中継リ

ストを取得すると処理を開始する．
• Step2 隣接点の携帯端末から移動軌跡データを取得

目的地情報および中継リストを取得した携帯端末 C1 は，隣

接点 N2, N3 の携帯端末 C2, C3, C4, C5, C6 から移動軌跡デー

タM(C2, C3, C4, C5, C6) を取得する．なお処理の中心となる

携帯端末は，中継リストに含まれる交差点の携帯端末から移動

軌跡データを取得しない．これは中継リストに含まれる交差点

が中継点，すなわち，帰宅経路として一旦選択されおり，再度

選択したとしても帰宅経路は発見できないと考えるからである．

例えば，隣接点の交差点N2 が中継リストに含まれていた場合，

携帯端末 C1 は交差点 N3 の携帯端末 C4, C5, C6 だけから移動

軌跡データを取得する．ここで，隣接点がすべて中継リストに

含まれている場合，利用者の携帯端末において，本節のケース

1に示すように，帰宅経路が導出できない旨を出力する．
• Step3 目的点の探索

移動軌跡データを取得した携帯端末 C1 は，取得した移動軌

跡データM(C2, C3, C4, C5, C6)に目的点N100が含まれないか

を確認する．そして，取得した移動軌跡データに目的点 N100

を発見できない場合，Step4へ進む．一方，取得した移動軌跡

データに目的点N100 を発見できた場合，利用者の携帯端末 C1

において，本節のケース 2に示すように，導出した帰宅経路を

出力する．
• Step4 中継点の決定

目的点を発見できなかった携帯端末 C1 は，隣接点N2, N3 の

中から中継点を決定する．その後，決定された中継点，図 4で

は交差点N3 を中継リスト T (N1)に追加する．これによって中

継リストは T (N1, N3)となる．なお中継点の決定手法について

は 2. 3節で詳しく記載する．
• Step5 中継点の携帯端末に目的地情報及び中継リスト

の送信

中継点を決定した携帯端末 C1 は，中継点 N3 に対応付けた

処理の中心となる携帯端末 C4 に目的地情報及び中継リストを

送信する．これによって，中継点における処理の中心となる携

帯端末 C4 は，同様に本節の Step1～Step5 の処理を実行でき

る．なお処理の中心となる携帯端末 C4 は，2. 1. 1節で示した

とおり，携帯端末 C4, C5, C6 の中から無作為に決定される．



上記の処理を，中継点の処理の中心となる携帯端末が繰り返

すことによって，出発点から目的点までの帰宅経路を導出する．

なお以下では，本節で示したケース 1，ケース 2およびケース

3の詳細について述べる．
• ケース 1.隣接点が中継点として全て選択されていた場合

このケースの場合，処理の中心となる携帯端末は，中継リス

トに含まれる交差点の携帯端末を介して，帰宅経路が作成でき

ない旨を利用者の携帯端末に送信する．そして，利用者の携帯

端末は帰宅経路が導出できない旨を出力する．
• ケース 2.移動軌跡データに目的点を発見できた場合

このケースの場合，処理の中心となる携帯端末は，中継リス

トに含まれる交差点の携帯端末を介して，作成した帰宅経路を

利用者の携帯端末に送信する．そして，利用者の携帯端末は帰

宅経路を出力する．ここで処理の中心となる携帯端末が導出す

る帰宅経路 R(u, · · · , U)は，目的点 NG を含む移動軌跡データ

および中継リストによって導出される．例えば，処理の中心と

なる携帯端末 C1 において，目的点 N100 を通過する移動軌跡

データM(C4) = (N100, N3) と中継リスト T (N1) が存在する

場合，帰宅経路は，R(N1, N3, N100)となる．
• ケース 3.移動軌跡データに目的点を発見できない場合

このケースの場合，処理の中心となる携帯端末は，隣接点の

中から中継点を決定する．そして携帯端末は，中継点における

処理の中心となる携帯端末に目的地情報及び中継リストを送信

する．なお目的地情報・中継リストを取得した携帯端末では，

同様に本節の処理を実行する．

2. 3 中継点の決定手法

本節では，最初に中継点の決定方法の基本的な考え方につい

て述べる．そして中継点の決定手法の詳細について述べる．

2. 3. 1 中継点の決定手法における基本的な考え方

本研究では処理の中心となる携帯端末が，近隣の携帯端末か

ら移動軌跡データを取得するものである．したがって一定の範

囲から取得した移動軌跡データの内，目的点を発見するために

有効な移動軌跡データだけを用いて中継点を決定する必要があ

る．そのため本研究では二つの考え方を用いる．処理点を含む

移動軌跡データは考慮しない．また移動軌跡データに含まれる

交差点の内，処理点から目的点の方向を考慮する．以下，詳細

に説明する．
• 処理点を含む移動軌跡データは考慮しない

処理点を含む移動軌跡データは，処理点から隣接点へと移動

した移動軌跡データである．そのためこの移動軌跡データは，

中継点を決定する情報として必要性が低い．したがって，処理

点を含む移動軌跡データを取得対象外とする．図 5では，取得

した移動軌跡データM(C2～C6)の内，移動軌跡データM(C3)

が処理点 N1 を含むため，取得対象外となる．そのため，処理

の中心となる携帯端末 C1 は隣接点 N2 の携帯端末 C3 から移

動軌跡データM(C3)を取得しない．
• 移動軌跡データに含まれる交差点の中で，処理点から目

的点の方向を考慮

処理の中心となる携帯端末は，次の中継点の携帯端末が取得

する移動軌跡データに目的点を含むことを期待する．そのため

本研究では，処理点よりも目的点側の情報が目的点までの経路

を発見するために重要であると考える．そこで，処理点から目

図 5 中継点の決定手法における基本的な考え方

Fig. 5 The basic idea of the proposed methods.

的点の方向にある目的地側エリアを定義する．そして処理の中

心となる携帯端末は，目的地側エリアにおける移動軌跡データ

の内容を考慮して中継点を決定する．

ここで処理の中心となる携帯端末が利用者の携帯端末である

場合，目的地側エリアは以下の手順によって取得できる．まず

処理点 NP の座標 (XP , YP )と目的点 NG の座標 (XG, YG)を

通過する直線を取得する．そして取得した直線の垂線の内，式

(1)に示すような，交差点 NP を通過する垂線を作成する．さ

らに作成された垂線によって分割されたエリアの内，目的点が

存在するエリアを目的地側エリアとする．図 5 では，交差点

N1 を通過する垂線により分割される二つのエリアの内，目的

点 N100 が存在するエリアが目的地側エリアとなる．
aXP − YP + b = 0

a = −1 ∗ XP −XG
YP −YG

b = YP − a ∗ XP

(1)

2. 3. 2 中継点の決定手法の詳細

本研究では，2. 3. 1節で記載した基本的な考え方を基に以下

の四つの手法を提案する．ここで図 5では，処理の中心となる

携帯端末 C1 が，隣接点N2 の携帯端末 C2 から帰宅困難者の移

動軌跡データM(C2)と，隣接点 N3 の携帯端末 C4, C5, C6 か

ら帰宅困難者の移動軌跡データM(C4), M(C5), M(C6)を取得

した例を示している．この場合，処理の中心となる携帯端末は，

隣接点N2において移動軌跡データM(C2)を用い，一方，隣接

点 N3 において移動軌跡データM(C4), M(C5), M(C6)を用い

て，以下の手法によって隣接点 N2, N3 を比べ，隣接点 N2, N3

の中から中継点を決定する．

なお隣接点において，以下の手法を適用した場合，手法を適

用できない場合がある．具体的には，すべての隣接点において，

手法の要件を満たさない場合である．このような場合，2. 2節

のケース 1 に示す処理と同様に，利用者の携帯端末において，

帰宅経路を導出できない旨を出力する．
• 手法 1(NData法)

手法 1は，目的地側エリアから出発する移動軌跡データの数

に着目する．隣接点において，目的地側エリアから出発する移

動軌跡データの数が多ければ，この隣接点においても目的地側

エリアから出発する移動軌跡データが多いため，帰宅できる可

能性が高いと考えたためである．したがって隣接点の中で，目

的地側エリアから出発する移動軌跡データが最も多く存在する

隣接点を中継点とする．



図 6 中継点の決定方法の詳細

Fig. 6 Details of proposal methods.

なお，二つ以上の隣接点において，目的地側エリアから出発

する移動軌跡データの数が同じ場合，無作為に選択した隣接点

を中継点とする．また，隣接点から取得した移動軌跡データに

おいて，目的地側エリアから出発する移動軌跡データが全く存

在しない場合，手法 1が適用できないことになる．

図 6では，隣接点 N2 において，移動軌跡データM(C2)が

目的地側エリアから出発している．また隣接点 N3 において，

移動軌跡データM(C4), M(C5) が目的地側エリアから出発し

ている．そのため，目的地側エリアから出発する移動軌跡デー

タの数が多い隣接点 N3 を中継点とする．
• 手法 2(NBranch法)

手法 2は，目的地側エリアにおいて，移動軌跡データから抽

出された分岐の数に着目する．ここで移動軌跡データから抽出

された分岐とは，移動軌跡データによって抽出できる交差点の

中で，移動軌跡データから抽出した他の交差点と三つ以上隣接

している交差点のことをいう．これは隣接点において，移動軌

跡データから抽出された分岐の数が多ければ，通過できる道路

の数が多いため，帰宅できる可能性が高いと考えたためであ

る．したがって隣接点の中で，目的地側エリアにおいて移動軌

跡データにより抽出された分岐の数が最も多い交差点を中継点

とする．

なお本研究では，処理点を移動軌跡データから抽出された交

差点に加える．また二つ以上の隣接点において，取得できた分

岐の数が同じ場合，無作為に選択した隣接点を中継点とする．

さらに隣接点の移動軌跡データにおいて，移動軌跡データから

抽出された分岐が目的地側エリアに全く存在しない場合，手法

2が適用できないことになる．

図 6では，例えば，交差点N8 が分岐となる．この交差点N8

は，移動軌跡データから抽出された三つの交差点N3, N10, N11

と隣接しており，分岐と判断される．そのため隣接点 N2 にお

いて分岐は存在しないこととなる，一方隣接点 N3 において，

分岐は交差点 N3, N8 となる．したがって，目的地側エリアに

おける移動軌跡データから抽出された分岐の数が多い隣接点

N3 を中継点とする．
• 手法 3(NearestIntersect法)

手法 3は，移動軌跡データによって抽出された交差点の中で，

目的点に最も距離が近い交差点に着目する．隣接点において，

目的点に最も距離が近い交差点は目的地に最も近い交差点の情

報である．したがって，この交差点を含む移動軌跡データを取

得できる隣接点は目的点に到達できる可能性が高いと考える．

そのため隣接点の中で，目的点に最も距離が近い交差点を含む

移動軌跡データが存在する隣接点を中継点とする．

なお二つ以上の隣接点において，目的点に最も距離が近い交

差点を含む移動軌跡データが存在する場合，無作為に選択した

隣接点を中継点とする．また，隣接点の移動軌跡データにおい

て，目的地側エリアに存在する交差点を抽出できない場合，手

法 3が適用できないことになる．

図 6では，目的点 N100 に最も距離が近い交差点は，移動軌

跡データから抽出された交差点の中で，交差点N10 である．し

たがって，この交差点 N10 を含む移動軌跡データM(C4)が存

在する隣接点 N3 を中継点とする．
• 手法 2改良 (NBranchMod法)

手法 2改良は，手法 2の考えを改良する．手法 2改良は，ま

ず手法 2と同様の方法によって移動軌跡データから目的地側エ

リアの分岐を抽出する．そしてこの分岐と処理点を用いて木構

造を作成し，この木構造の高さに着目する．この木構造とは，

処理点を根とし，分岐を節又は葉としたものである．

隣接点において，分岐により構成される木構造の高さに着目

する理由は，木構造の高さが高ければ，木構造の枝を考慮でき，

目的地まで到達できる経路の数を考慮できるため，目的地に到

達できる可能性が高いと考えたからである．したがって処理点

と分岐によって木構造を構築した場合，隣接点の木構造の高さ

を比較し，高さが最も高い隣接点を中継点とする．

なお二つ以上の隣接点において，分岐により構成された木構

造の高さが同じ場合，無作為に選択した隣接点を中継点とする．

また隣接点の移動軌跡データにおいて，移動軌跡データから抽

出された分岐が目的地側エリアに全く存在しない場合，手法 2

改良が適用できないことになる．

図 6 では，手法 2 によって抽出した分岐を用いて右下に木

構造を構築した．そして，この木構造の高さを各々の隣接点

N2, N3 において判断する．この場合，隣接点N2 において，木

構造の高さが 0であり，一方隣接点 N2 において，木構造の高

さが 2である．したがって，隣接点の内，木構造の高さが最も

高い隣接点 N3 を中継点とする．

3. 評 価 実 験

本章では，2.章で提案した手法のシュミレーション実験およ

び評価について述べる．

3. 1 実 験 環 境

本実験では大阪府において直下型地震が発生した環境を想定



図 7 実験用地図データ

Fig. 7 A map data of experiment.

し，以下に示すシュミレーション環境を作成した．
• 1km四方の地図

– 交差点の数 · · · 100個

– 交差点間を結ぶ道の数 · · · 164個
• 1km四方の地図における帰宅困難者

– 帰宅困難者の数 · · · 1000人
• 帰宅困難者が保持する移動軌跡データ

– 移動軌跡データの要素となる交差点の数 · · · 2～10個

まず，本実験における地図は，1km四方を対象とし，交差点

の数を 100個とし，交差点間を結ぶ道の数を 164個とする．こ

れは東京都 23区における道路幅 3m以上の道路を対象とした

交差点の数および交差点間を結ぶ道の結果 [6]に基づき，大阪

府においても同程度の交差点および交差点間を結ぶ道が存在す

ると考えたからである．作成した地図データを図 7に示す．

また，大阪府内において 142 万人 が帰宅困難者になると想

定されているため（注3），1km四方の地図における帰宅困難者は

1000人とする．これにより，帰宅困難者の携帯端末および移動

軌跡データの数も各々1000個とする．加えて，帰宅困難者が保

持する移動軌跡データにおいて，要素となる交差点の数を 2～

10個とする．

ここで移動軌跡データを作成する際，まず，1000個の携帯端

末を地図上の交差点に無作為に配置し，これらの携帯端末を無

作為に移動させる．この際，交差点間を 2～10 個移動させる．

これによって，交差点を要素とする移動軌跡データを作成でき

る．なお携帯端末に対応させる交差点は，携帯端末が移動によ

り最後に行き着いた交差点である．

3. 2 評 価

本実験における評価は，3. 1節で示す実験環境において 500

回の実験を行い，帰宅経路を導出できた割合を示す帰宅経路導

出率と，帰宅経路導出までに隣接点の携帯端末から処理の中心

となる携帯端末へ転送された移動軌跡データの数を示す移動軌

跡データ転送数とにより評価を行う．これは帰宅経路の導出率

と移動軌跡データを利用した数とがトレードオフの関係にある

ためである．なお利用者の携帯端末は，作成した携帯端末から

無作為に決定する．また目的点も交差点から無作為に決定する．

評価環境は，以下の三つの環境で行う．

環境 1 2. 3. 1節に示すように，処理点を含む移動軌跡データ

（注3）：大阪府 地震被害想定調査結果等の概要

http://www.pref.osaka.jp/fumin/html/11170.html

を収集対象外とすることを考慮せず，隣接点の携帯端末から移

動軌跡データをすべて取得する．

環境 2 2. 3. 1節に示すように，処理点を含む移動軌跡データ

を収集対象外とすることを考慮する．

環境 3 提案した四つの手法において，2. 3. 2節に示すように，

手法を適用できない場合，隣接点の中から無作為に中継点を決

定する．

この三つの環境を用いる理由は，環境 1と環境 2において，

処理点を含む移動軌跡データを収集対象外とする点の有効性を

確認するためである．また環境 2と環境 3において，手法が適

用できない場合，隣接点から無作為に中継点を決定するように

構成したため，この構成の有効性について確認を行うものであ

る．ここで環境 2は環境 1と比べ，処理点を含む移動軌跡デー

タを収集しない．そのため処理の中心となる携帯端末は取得で

きる移動軌跡データの数が減少する．したがって環境 2は，提

案した四つの手法において，手法を適用できない場合が環境 1

より多くなる．そこで環境 3 では，手法が適用できない場合，

隣接点から無作為に中継点を決定するように構成した．

3. 2. 1 帰宅経路導出率に関する評価

帰宅経路導出率 Rateは，式 (2)に示すように，各々の手法

によって帰宅経路を導出できた回数 Cal と，実験回数 Expと

の商により取得できる．帰宅経路導出率によって，どの程度の

確率で帰宅経路を導出できるかについて評価した．実験結果を

図 8に示す．図 8は，三つの環境において各々の手法を用いた

場合の帰宅経路導出率を表している．

Rate =
Cal

Exp
(2)

図 8より，環境 1と環境 2を比較することによって，四つの

手法すべてにおいて，向上が見られることを確認できた．これ

は処理点を含む移動軌跡データが中継点を決定する情報として

有効でないことに基づくものであると考える．しかし環境 2に

おいて，手法 2改良は他の 3手法と比べ向上が少ない．これは

取得できる移動軌跡データが減少したことに伴い，手法が適用

できなくなったことに基づくものであると考える．

また環境 2と環境 3を比較する場合，環境 3において手法 2

改良が環境 2と比べて約 7%の向上がみられた．これは手法が

適用できない場合を考慮し，中継点を隣接点から無作為に選択

できたからであると考える．

さらに，環境 3 において手法 2 改良の帰宅経路導出率が約

98%という結果を得ることが確認できた．これは手法 2改良が

移動軌跡データによって作成した木構造の高さを考慮できたた

め，隣接点の中から，帰宅経路になる可能性が高い中継点を選

択できたことに基づくと考えられる．

3. 2. 2 移動軌跡データ転送数に関する評価

移動軌跡データ転送数は，最初に各々の実験において，帰宅

経路を導出できた場合，出発点および中継点において，処理の

中心となる携帯端末が取得した移動軌跡データの数を計算する．

そして，帰宅経路を導出できた実験において，この取得した移

動軌跡データの数の総和と，帰宅経路を導出できた回数との商

により取得できる．移動軌跡データ転送数によって，どの程度

の数の移動軌跡データを利用して帰宅経路を導出したかを確認



図 8 帰宅経路導出率

Fig. 8 Generation rate of a return route.

図 9 移動軌跡データ転送数

Fig. 9 Average forwarding count of trajectory data.

できる．実験結果を図 9に示す．図 9は，三つの環境において

各々の手法を用いた場合の移動軌跡データ転送数を表している．

図 9より，環境 1と環境 2，環境 1と環境 3を比較すること

によって，四つの手法すべてにおいて，移動軌跡データ転送数

の減少を図ることができる．これは処理点を含む移動軌跡デー

タを収集対象外としたためである．

4. 関 連 研 究

本章では従来研究の紹介を行い，本研究との違いを述べる．

まず歩行者が保持する携帯端末を利用して移動経路を歩行者に

提供する技術として，人の混雑度など状況を考慮した移動経路

を提供する手法が上田ら [7]によって提案されている．文献 [7]

では，まず地図データを論理空間として捉え，この論理空間を

メッシュ化する．次に各々のメッシュに点数化した状況を格納

する．これによって，この状況の点数が格納された論理空間を

用い，Dijkstra 法により現在地から目的地までの移動経路を

提供するものである．なお状況の格納は，対象となる範囲にお

いてセンサーなどを設置し，このセンサーによって人の混雑度

など状況を取得できるようにしている．したがって本研究との

違いは，対象範囲における一部の情報を取得するのではなく，

対象範囲におけるすべての情報を取得して，移動経路を導出し

ている点にある．

次に，アドホックネットワークを構築するための通信プロト

コルとして様々なプロトコルが提案されている．特に，ある端

末が情報を要求する場合に限り，目的となる端末までの通信経

路を発見する技術として，DSR [8]や AODV [9]等が提案され

ている．これらの手法は，ある端末が情報を必要とするときに

限り，周辺の通信経路の情報を集め，この情報を利用すること

によって，通信経路を導出するものである．したがって本研究

との違いは，移動軌跡を用いて通信経路を導出するのではなく，

通信経路の情報を用いて通信経路を導出している点にある．

5. お わ り に

本稿では，利用者の携帯端末が隣接する交差点に対応付け

た携帯端末から移動軌跡データを取得し，取得した移動軌跡

データを用いて中継点を導出する四つの手法を提案した．四

つの手法の内，NBranchMod法では，目的地側エリアを考慮

し，移動軌跡に含まれる分岐によって構築された木構造の高さ

に着目した．評価実験の結果，処理点を含む移動軌跡データ

を収集対象外とする点の有効性を確認することができた．ま

たNBranchMod法では，高い帰宅経路導出率を得ることがで

きた．

今後の課題として，物理ネットワーク，つまり，携帯端末の

通信可能範囲を考慮したアドホックネットワーク環境を想定し，

実験を行う必要がある．これは本研究が論理ネットワークを対

象としたためである．

また本研究では移動軌跡データとして帰宅困難者の交差点間

の移動のみを対象とした．ここで移動軌跡データは交差点の情

報だけでなく，交差点の要素に施設名など他の情報を付加でき

る．そこで，移動軌跡データに他の情報，例えば，帰宅経路の

目印となるランドマークや被災者を支援する施設の情報などを

付加することによって，より安全で有効な帰宅経路の導出につ

いて検討する必要がある．
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